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連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター 
札幌圏雇用センサス  ２０１７年１月の相談状況 

「労働相談内容の違反率悪化に危機感を持つべき！ 

職場環境改善は生活の糧、意識を凝らそう！」 
 
１．２０１７年１月相談概況  
 

項  目 
年  月 

相談者（人） 相談件数（件） 一人当たり相談件数（件）

２０１７年 １月 ６６人 １０３件 １．５６件

２０１６年１２月 ７０人 １０１件 １．４４件

２０１６年 １月 ４６人 ８２件 １．８６件

 
（１）相談者の状況 資料－１ 「２０１７年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 

資料－２ 「２０１７年１月 相談件数 （雇用形態別）」 
資料－３ 「２０１７年１月 相談者数 （雇用形態・男女、業種別）」 
資料－４ 「２０１７年１月 相談件数 （業種別）」 

 
① 今月の相談者は正社員（「社員」と同意、以下同じ）４７人に対して期限付き雇用契約 

社員（「契約、パート、臨時・アルバイト、嘱託、季節、派遣」の総称、以下同じ） 
は１９人です。全相談者の７割強が正社員となっています。 

相談者の男女別では男性３９人に対して女性は２７人です。 
相談者の内訳は、男性相談者は７割強が正社員、女性相談者は正社員と期限付

き雇用契約社員がほぼ同数となっています。 
 

【雇用形態別 相談者数・相談件数・１人当たり相談件数】 
 

  
男 社員 契約 パート

臨時 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ
嘱託 季節 派遣 求職者 その他

人 数 39 34 3 0 2 0 0 0 0 0

件 数 65 58 5 0 2 0 0 0 0 0

計 1.67 1.71 1.67 0 1.00 0 0 0 0 0

 
 

  
女 社員 契約 パート

臨時 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ
嘱託 季節 派遣 求職者 その他

人 数 27 13 4 7 1 0 0 2 0 0

件 数 38 16 7 10 2 0 0 3 0 0

計 1.41 1.23 1.75 1.43 2.00 0 0 1.50 0 0
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男女 社員 契約 パート
臨時 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ
嘱託 季節 派遣 求職者 その他

人 数 66 47 7 7 3 0 0 2 0 0

件 数 103 74 12 10 4 0 0 3 0 0

計 1.56 1.57 1.71 1.43 1.33 0 0 1.50 0 0

 
相談件数は男性６５件（１．６７件／１人）、女性３８件（１．４１件／１人）、

全体では１０３件（１．５６件／１人）となっています。正社員男性の相談者数・

相談件数・１人当たり件数が飛び抜けて多く（３４人・５８件・１．７１件）全

体の数値を引き上げています。 
 

② 業種別相談状況では「医療・福祉・医薬品業」（２０人・２８件）及び「卸・小

売・飲食店」（１３人・２５件）から多くの相談が寄せられていて人数・件数とも

に全体の約半数を占めています。続いて、建設・設計・重機業（５名・１３件）

及び通信・報道・IT 業が続いています。 
「医療・福祉・医薬品業」の業種では介護・保育職場からの相談が多く差別・

嫌がらせ・セクハラ、解雇及び労災の項目に相談が集中しています。「卸・小売業・

飲食店」の業種では飲食店・コンビニ店からの相談が大半であり賃金未払（不払

残業）・長時間労働・差別・嫌がらせ・セクハラの項目に相談が多く寄せられてい

ます。 
「建設・設計・重機業」の業種では相談者は正社員５人ですが、相談項目数が

１３件と飛び抜けて多く、内容も賃金未払（不払残業）と長時間労働に特化して

いて違反率も高く推移しています。 
「通信・報道・IT 業」の業種も相談者は正社員５人ですが、業務内容はＩＴ関

連に特化し相談項目９件は賃金未払（不払残業）・解雇・年次有給休暇取得妨害の

項目に相談が集中しています。 
「その他サービス」の業種にはキャリアコンサルタント・セラピスト・エステ

ィシャンの業務に請負契約における賃金未払や雇用契約内容の不履行に関する相

談が見られました。 
「不動産」業種からは４名（正社員）・６件の相談が寄せられ、「労働時間関係」

に内容が集中し４件が違反内容となっています。 
状況については、次表のとおりです。 
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【業種別・雇用形態別 相談者数／業種別相談件数】 
 

  
人数計 社員 契約 パート

ｱﾙ 

ﾊﾞｲﾄ 
嘱託 季節 派遣 その他 

相談

件数

１人／

件数 

Ａ農林漁業・協同組合  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

Ｂ食品加工業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

Ｃ鉱業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

Ｄ建設・設計・重機業  5 5 0 0 0 0 0 0 0 13 2.60

Ｅ製造業  3 2 0 1 0 0 0 0 0 4 1.33

F エネルギー・水道業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

G 通信・報道・IT 業  5 5 0 0 0 0 0 0 0 9 1.80

H 交通業  1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1.00

I 陸運・倉庫業  2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 1.00

J 卸・小売業・飲食店  13 4 3 3 3 0 0 0 0 25 1.92

K 商品斡旋・リース業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

L 金融・保険・不動産業  4 4 0 0 0 0 0 0 0 6 1.50

M 医療・福祉・医薬品業  20 16 2 2 0 0 0 0 0 28 1.40

N ビル管理・警備業  4 3 1 0 0 0 0 0 0 5 1.25

O 労働者派遣業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

P 教育・学校業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

Q 会計・行政・法律事務所  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

R その他サービス業  8 5 0 1 0 0 0 2 0 9 1.13

S 公務・公共サービス  1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1.00

T 分類不能・その他  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

合計 66 47 7 7 3 0 0 2 0 103  

 
（２）相談項目について 資料－２ 「２０１７年１月 相談件数 （雇用形態別）」 

資料－４ 「２０１７年１月 相談件数 （業種別）」 
資料－５ 「２０１７年・月別集計 相談件数（相談項目別）」 

 
寄せられた相談項目は次のとおりです。 

「賃金関係」   ２７件（不払残業・割増未払１８件 月例賃金未払４件 一時金１件、  

最賃１件 その他２件 賃下げ１件）  

「労働時間関係」 ２１件（年次有給休暇１０件 休日・休暇 3 件 週４０時間・長時間労働 6 件   

その他２件）  
「差別等」    １３件（嫌がらせ・パワハラ 10 件 セクハラ 2 件 男女差別 1 件）  
「労働契約関係」 １３件（就業規則・雇用契約１２件 その他１件）  
「雇用関係」   １１件（解雇・退職強要・契約打切 9 件 合理化・倒産・閉鎖 2 件）  
「保険・税」    １件（雇用絵保険・労災 1 件） 
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「安全衛生」   １０件（労働災害 6 件 安全衛生 3 件 その他 1 件）  
「その他」     ３件（経営問題・労務管理１件 上記以外の相談２件） 
「退職関係」    ３件（退職金・退職手続 3 件 ）  
「労働組合関係」   １件（運営１件） 

相談件数合計 １０３件 
 

全ての項目に相談が寄せられました。「賃金関係」及び「労働時間関係」に相談が

多く寄せられています。「賃金関係」は賃金未払（不払残業）・「労働時間関係」では

長時間労働・年次有給休暇の相談内容が多くなっています。また、それぞれの項目

では特定の内容に相談が集中しています。「労働契約関係」では雇用契約・就業規則

（13 件中 12 件）、「雇用関係」では解雇・雇止め（11 件中 9 件）、「安全衛生」では

労働災害（10 件中 6 件）、「差別等」では嫌がらせ・パワハラ（13 件中 10 件）に相

談が集中しています。 
 
（３）相談内容の違法状況ついて 

資料－６  ２０１７年１月 違法件数（雇用形態別） 
資料－７  ２０１７年   月別集計 違法件数（相談項目別） 
資料－８  ２０１７年１月 違法件数（業種別） 

 
６６人から寄せられた１０３件の相談中、違法と判断される項目は７４件となっ

ています。違法率は７１．８％です。違法率は近年になく高い数値となりました。 
 

【項目別違法件数の分布】  
項  目 違法件数 違法率 全相談件数 

賃金関係 ２３件 ８５．２％ ２７件 
労働時間関係 １４件 ６６．７％ ２１件 
雇用関係  １０件 ９０．９％ １１件 
労働契約関係 ８件 ６１．５％ １３件 
安全衛生 ８件 ８０．０％ １０件 
差別等  ７件 ５３．８％ １３件 
その他（経営問題・労務管理） ２件 ６６．７％ ３件 
退職関係 １件 ３３．３％ ３件 
保険・税関係  １件 １００．０％ １件 
労働組合関係 ０件 ００．０％ １件 

総  数 ７４件 ７１．８％ １０３件 
 

雇用形態別では「正社員」、「契約社員」、「パートタイマー」、「臨時」及び「派遣」契

約の労働者から相談が寄せられ、「派遣」以外に高い違反数値が見られました。 
「正社員」には７４．３％、「契約社員」には５８．３％、「パートタイマー」には９０％、
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「臨時」には７５％の違反相談が存在しています。項目別では「労働組合関係」以外、

全ての項目に違反相談が存在しています。 
「賃金関係」では賃金未払（月例不払・不払残業）が１７件の違反、「労働時間関係」

では年次有給休暇・休日休暇に１１件の違反、「雇用関係」では解雇・雇止めで１０件

の違反となっています。 
以上の様に寄せられた相談の７割以上が違反であることは正に憂慮すべき事態です

が、取り分け「安全衛生」と「差別等」に関する相談の違法率が高いことには危機感を

認識すべきといえます。 
 
 
２．２０１７年１月の雇用情勢  
 

相談内容に違法率が高いことに事業者のみならず労働者や求職者、そしてこれから就

職しようとする若者、そして家族の全てが注目し危機感を持つべきです。特に、「医療・

福祉・医薬品業」（介護・保育が中心）の職場からの相談の７１．４％が法律に違反す

るということは、被害が当該労働者に止まらずサービスを受ける市民生活者にも及ぶこ

とが考えられます。また、被害の内容によっては世帯・家族にまで及ぶことも憂慮され

一刻も早く違反原因の撤去に取り組むべきです。 
違反の内容を見れば、賃金不払・長時間労働・解雇については事業主の労務管理の不

手際が原因の大半であり、労働行政のみならずあらゆる機関から根気よく指摘を繰り返

す取り組みが必要です。利益追求に関する「なりふり構わず・寝ても覚めても」の姿勢

が、他者（労働者）に対する強制・強迫行為となることに気がつかない事業者が目立ち

ます。多方面からの指摘が必要です。 
また、「差別等」・「安全衛生」の項目に関する相談では、労働者間の思いやり・連帯

の欠如が目立ちます。もちろん事業主の適正な労務管理・安全配慮義務の履行が有効な

解決策であることは確かです。しかしながら、労働者自身が隣人の不幸・辛さから目を

そむけないという意識をもつことで、職場環境は確実に変化します。 
自分たちの職場・生活の糧を守るためには必要な意識です。 

以 上 
 


